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【表6.3】綾部宮津道路の交通量の実績と予測

京都府が算定したこれらの交通量予測は、国土交通省の示した基準に準拠して作成されてはいるが、これまで何度か

下方修正されてきた経緯があり、全線開通した場合のシミュレーションも実際にどこまで対応しているか大いに疑問が

残るところである。また、より重要な点は、許可申請を行った時点の予測値よりも実績値が大幅に下回っている事実で

ある。将来予測値を用いて、大きな資本を投下する場合、当然のことながら予測値の変動リスクを熟慮しなければなら

ない。もちろん、公共財である道路の建設を採算性だけで決定するべきではないが、少なくとも、道路建設の前提条件

となるような指標についてはできるだけ実態に即したものを採用すべきであり、採算性がない場合、あるいはわからな

い場合は、道路建設の是非自体を勇気を持って別の角度から十二分に検討する必要がある。

この点、京都府では、採算性を検証するにあたっては、交通量予測や便益計算を細分化された区間ごとに、国土交通

省の示した計算式を利用して積上げによって算出している。確かに、一見すればそれらの検証は精緻で客観的であるが、

一方では、その前提となる数値、特に交通量予測の値を動かすことによって、その結論が大きく変わることに留意しな

ければならない。ところが京都府では、国土交通省が算出した数値をそのまま利用しており、計画が改定される都度、

下方修正されてしまっているのである。この事実に鑑みれば、その予測数値の信憑性は大いに疑問視されるべきである。

その意味で、より地域の実情を把握している京都府が、独自にその数値の妥当性を検証し、予測値に反映していくこ
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とが望ましいが、①交通が地域内に止まるものではなく、全国を流通するものであること、②各自治体で個別の数値を

採用しては道路計画の連続性が保てなくなること、③客観的妥当性が証明できる資料を作成するには膨大な手間がかか

ることなどの理由から、国が作成しているものであり、自治体が独自に予測パラメータ等を作成することは現実的に極

めて困難であることも事実である。

したがって、京都府はその行政執行の責任者として、また、より地域の実情を把握している行政機関として、常に実

績と計画の乖離を監視するとともに、悪化リスクを想定して、社会状況等の変化に迅速に対応できるよう準備しておく

必要があると考える。

７ 道路の維持管理業務について

7.1.維持管理業務の方針

平成19年４月現在、京都府が管理している道路は257路線（延長2,153.5㎞であり、そのうち橋長２ｍ以上の橋梁は

2,018橋（橋梁延長43,461.9ｍ）、トンネルは59箇所（延長21,570.8ｍ）となっている。（橋梁・トンネルは平成20年４

月現在）

橋梁架設の過去におけるピークは、昭和48年度と平成６年度の２回であるが、東京都や大阪府では、それぞれ東京オ

リンピックの開催、大阪万国博覧会の開催にあわせて著しく大きな橋梁の架設がピークであったのに対して、京都府の

場合はそれほど大きなピークがあったとは言えない。

【図7.1-1】京都府の15ｍ以上の橋梁架設数の推移
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【図7.1-2】京都府の道路舗装率の推移

道路については、管理道路延長はここ50年間に大きな変化は見られないものの、舗装道路は高度成長期に急激に整備

されており、現在ではほぼ100％の舗装率となっている。しかしながら、道路の実延長に対する車道幅員5.5ｍ以上で道

路構造令の規格に適合する道路の割合を示す、道路改良率は59.2％であり、全国で40位と低い水準になっている。

京都府建設交通部は平成17年12月に「公共施設等の効果的な資産運用・管理プラン～京都の道・長寿プラン～」（以

下、京都の道・長寿プラン）を公表している。これによると、京都府管理の橋梁や舗装は今後、老朽化による損傷など

が進行して大量補修時期を迎え、維持管理費が増大し、「対症療法型」の補修では、30年間で約3,000億円の維持管理費

が必要となる。このため、現在の年間約50億円の維持管理費では施設を適切に管理できないだけでなく、大規模補修や

橋梁の架け替えが一時的に集中することが指摘されている。また、平成20年12月に公表された「京の道づくり重点プラ

ン（中間案）」でも、架設後50年以上の橋梁の割合が20年後には40％を超え、維持修繕費が急増することが指摘されて

いる。このような状況を踏まえて、計画的な維持管理を実施し、限られた予算で資産を安全で良好な状態に保つように、

効果的な資産運用・管理プランを策定することによって求められるニーズに柔軟に対応していく必要がある。

これに対して京都府では、既存施設の有効利用と道路のかしこい維持管理（アセットマネジメント）を中心に維持管

理への適切な対応を実施するとしている。また、予防補修の実施等、施設の維持管理実施計画に基づいた維持管理を実

施し、施設の長寿命化、コストの縮減を図る中で、適切な維持管理を実施するとしている。

具体的には、平成18年３月に橋梁・舗装等のデータが整理されている道路施設について中長期的な維持管理計画であ

る「京都府道路施設維持管理基本計画（案）」が策定され、平成19年３月に実施体制を含めた維持管理実施計画である

「京都府道路施設維持管理実施計画（案）」が策定されている。また、これと同時に「京都府 橋梁点検マニュアル

（案）」、「京都府 舗装点検マニュアル（案）」、「京都府 トンネル点検マニュアル（案）」、「京都府 道路情報提供施

設点検マニュアル（案）」の４つのマニュアル（案）も策定された。

このように京都府は維持管理の重要性を認識して、計画、マニュアルを策定して対応を始めている。その維持管理の

基本方針は次のとおりである。

１．計画的な維持管理による長寿命化と重点化

道路施設そのものの特性や地域特性を考慮した上で、補修・更新費用の一時的な集中の回避や維持管理・更新費

全体のコストを最小化するための「計画的な維持管理」、及び重大な損傷への発展を抑制する「きめ細やかなメン

テナンス」を実施する。

２．地域ニーズの的確な把握による維持管理の実施

道路資産の維持管理について、求められる苦情・要望、周辺環境、施設の状況等の地域特有のニーズ・課題（地

域ニーズ）を的確に把握し、安全性や公益性を充分考慮した上で、迅速かつ確実に対応する。

３．継続的なマネジメント方法の確立



３ 大規模施設系管理とは、施設の重要度が高く、補修費用が大きくて更新時期が集中すると府の財政に大きなリスクとなる施設を

対象とした維持管理方法である。対象施設は、橋梁、舗装、法面などで、劣化進行の特性、劣化予測の困難度等を考慮し、実施手

法は予防保全型、早期保全型、更新型に分類される。

４ 小規模施設系管理とは、施設量は膨大であるものの、ここの規模が小さく１箇所当たりの補修費用も少ないことから、損傷等の

程度が社会生活に与える影響が少ないと思われるものに対する維持管理方法である。対象施設は、府民の安全性・快適性との関連

が深いため、損傷の程度や地域ニーズにもとづき、緊急性の高いものから迅速・確実に処置を行っていくものであり、対処保全型

の実施手法が用いられる。

５ 日常維持系管理とは、清掃、除草、除雪などの道路維持業務であり、府民の安全性・快適性との関連が深いため、地域ニーズに

もとづき、緊急性の高いものから迅速・確実に処置を行っていくものであり、対処保全型の実施手法が用いられる。

６ 予防保全型とは、施設の劣化進行を予測し、ライフサイクルコスト最小化等から最適補修時期を把握した上で補修するもの。

７ 早期保全型とは、劣化進行の予測は困難だが、定期的な点検により施設の損傷状況を把握し、安全性を確保できるよう計画的な

補修を行うもの。

８ 更新型とは、損傷の進行が突発的な施設に対し、施設の供用停止を未然に防止できるよう更新を行うもの。

９ 対処保全型とは、従来の「対処療法的な補修」の考え方を踏襲するものであるが、日常パトロールや地域住民からの通報等によ

る情報の収集・整理・伝達を強化し、損傷状況等の早期把握と緊急性に応じた迅速で確実な処置を行うもの。

10 点検の種類には、「日常的な点検」と「定期的な点検」がある。

日常点検（道路パトロール）は、損傷等の早期発見と応急措置（対処保全の視点）を行うもので、小規模施設系と日常維持系の

維持管理を主な目的とし、安全確保の視点による点検である。

定期点検は、マネジメントに資する情報の収集（予防・早期保全の視点）を行うもので、大規模施設系の維持管理を主な目的と

し、同時に安全確保の視点による点検も実施する。
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また、その維持管理方法についても、府が管理する道路・橋梁施設の維持管理を大規模施設系管理３、小規模施設系

管理４、日常維持系管理５の３つに分け、さらに維持管理の実施手法を、予防保全型６、早期保全型７、更新型８、対処

保全型９の４つに分けてそれらの組み合わせによって維持管理の基本方針を策定している。また、【図7.1-3】のとおり、

それらの維持管理の分類に対応した点検の方法10を定めており、体系だった管理手法の構築がなされている。これらの

取り組みについては大いに評価されるべきである。
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【図7.1-3】維持管理分類と対応する点検方法の概念図

しかしながら、これらの試みは始められたばかりであり、まだ、予防保全をしていくうえでのデータの蓄積も充分と

は言えない。逆の見方をすれば、ようやく先述のような計画やマニュアルが策定され、データが蓄積され始めたに過ぎ

ない。

ハードを作ればそのメンテナンスが必要となることは自明の理である。特に、道路は社会インフラとして、ひとたび

でき上がったならば、廃道となるか管理者が国あるいは市町村へ変更されない限り、半永久的に府が管理者として道路

の維持管理を担うことになるのである。廃道になることは非常に希なことを考えれば、国か、府か、市町村いずれかが

税金を費やして管理することになる。そうであるならば、道路を計画する段階でその管理が半永久的に続くこと、いず

れ道路の作り直しが必要な時期が来ることを前提に維持管理の計画・予算も同時に考えておく必要があったのではなか

ろうか。

確かに、社会インフラとして道路が未整備であり、人口や自動車の台数も増加し経済成長も著しい時代には、何より

もまず、道路を建設することに主眼が置かれてきたことは理解できる。しかしながら、先述のとおり、道路建設と維持

管理はセットで考えるべき問題である。今までアセットマネジメントとしての維持管理が省みられず、道路を作ること

だけしか考えていなかったとしたら、あまりにも無責任な話である。

7.2.維持管理費の推移

維持管理費には、側溝や路肩の整備、除雪費用やパトロール経費など日常的な維持管理のための「維持・管理系経費」

と橋梁にかかる塗装等の修繕から補強を要する改良的修繕までを含んだ「橋梁修繕・改良費」と舗装にかかるひび割れ

補修など局部的なものから平坦性の改良、舗装厚確保などの改良を伴う広範囲な修繕までを含んだ「舗装修繕・改良費」
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に分類されている。

これらの維持管理費の推移は【表7.2】のとおりである。

【表7.2】維持管理費の推移

舗装修繕・改良費及び橋梁修繕・改良費は、平成10年度以降府財政状況の悪化に伴い平成16年度までは減少傾向であ

るが、平成17年度以降はアセットマネジメントの着手もあり、予算確保が図られている。平成13年度の維持管理費（人

件費を除く）は60億56百万円とピークになっているが、これは当時の国の経済・雇用対策等を踏まえ、府内の雇用対策

に資する小規模な維持・修繕事業について、予算配分を行ったことによるものである。また、維持系修繕費は年度ごと

に若干の増減があるが、その主な要因は除雪関係経費の増減によるものである。

今日では、全国に道路が次々と建設された高度成長期と異なり、ある程度の地域に道路網が整備され、また、人口減

少、自動車保有台数が頭打ちとなっている現状では、道路新設の是非が全国的に議論の対象となっている。このような

状況を反映して、京都府においても、道路橋梁費が平成10年度の871億円から平成19年度には438億円へ大幅に縮減され

ているのに対して、維持管理費はこの10年間ほぼ一定の財源を確保してきたと言え、ある程度評価できる。

ただし、道路新設が抑制されたとしても、既存の道路は廃道になるか管理先が変更されない限り、府が管理しなけれ

ばならないので、府の管理対象となる道路総延長は減少しない。常識的に考えれば、少なくとも前年並みの維持管理が

必要となることは言うまでもないだろう。しかしながら、建設からの経過期間が長くなればなるほど老朽化に伴う維持

管理費がかかることが容易に予想できるのであるから、維持管理費は現状維持で充分とは言えない。現に、先述のとお

り京都府も現在の維持管理費では20年後には橋梁の架け替えが集中し維持修繕費が急増することが指摘されている。

確かに、予算は様々な要因により決定されるものであり、一筋縄ではいかないものであることはわかるが、道路や橋

梁は緊急時のライフラインであり、また、事故が起きれば多くの人命が奪われかねない最も安全性に配慮すべき構造物

である。したがって、道路建設費よりも維持管理にかかる適正な財源を、まず確保すべきであり、その確保のために最

大限の努力をすべきである。

もちろん、不要あるいは必要以上に立派な道路や橋梁を作るべきでないことは言うまでもないが、道路橋梁予算の増

額に限界があるのであれば、むしろ、新規道路や橋梁を必要最低限とし、それらの建設費を思い切って減額する一方で、

道路が一定の社会資本として機能するように積極的に道路橋梁の維持管理費を予算化していくべきである。そうするこ

とによって、安全で安心な道路及び橋梁を維持することができ、ひいては地域経済の活性化につながるのではないだろ

うか。大手ゼネコンが関与しなければできない大規模で高規格な構造物の設計や施工と違い、維持管理経費、特に、小

規模な修繕は、地域の建設業者が単独で受注しやすいこともあり、真の意味での地域経済の活性化あるいは雇用創出に

繋がるのではないだろうか。

7.3.補修計画について

京都府建設交通部では、年度ごとに予算策定と並行して補修計画を立案実行している。しかし、これらの補修計画は

対症療法的になっており中長期的な予防保全を組み込んだ体系的な計画となっていない。このことについては、7.1.で

述べたとおり、府としても問題意識を持っており、計画やマニュアルを策定するなど、しかるべき措置をとるべく対応

しているところである。京都府道路施設維持管理実施計画によると、予防保全を取り入れた維持・修繕計画を立案すべ

く、その緊急度、安全度から橋梁や道路をランク分けして、そのランクに応じた維持計画を策定する仕組みを構築中で

ある。

それによると、管理対象を大きく橋梁、トンネル、舗装、道路情報提供施設の４つに分類した上で、それぞれについ

て維持管理手法及び点検方針を定めている。そして、それらをサービス水準に応じてランク分けし、ランクごとの管理

水準を設定することとしている。
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たとえば、橋梁に関しては、上部工（桁、床版等）・下部工（橋台、橋脚等）・附属施設（支承、伸縮継手、地覆等）・

桁端部等の特定部位等、個々の特徴的な部材に分類して計画を策定することとしている。また、これら部材のなかで主

構造となっているものについては、その部材が損傷した場合は補修費用が大きく、更新時期が集中することが予測され

るため、将来の劣化等を見越して個別施設ごとに維持管理計画を策定し、計画的に補修を実施するといった、大規模施

設系管理による対応を行うものとしている。大規模施設系管理の対象となる部位・部材は、上下部工、支承、地覆高欄、

伸縮装置などであるが、これらの劣化進行の特性、劣化予測の困難度等を考慮し、部位・部材ごとの保全方法を予防保

全と早期保全に分類している。また、大規模施設系管理においては、効率的かつ効果的・重点的な維持管理を行ってい

くために、地域特性を考慮し、個々の橋梁の重要度や路線の重要度、沿道環境などに応じて橋梁をグルーピングし、グ

ループごとに管理水準を設定している。

そして、管理水準は、安全性、補修コストの増加、経済損失、景観・環境等の視点から定められ、最も高い管理水準

を下回った時点で補修候補として挙げられることとなる。しかし、年間の補修費用の関係から補修候補のすべてについ

て補修することができず、一部の橋梁については補修を先送りすることになる場合もある。このような場合には、管理

水準を設定する際の同じ、安全性、補修コストの増加、経済損失、景観・環境等の４つのリスクを考慮して優先順位付

けを行うこととしている。

このような事項を総合的に勘案して、補修計画が策定されることになる。そして実施された補修は点検・補修履歴の

データベースへフィードバックされ次回の点検・補修のための基礎情報となる。

橋梁に関する点検・維持管理の全体フローは【図7.3】のとおりである。

【図7.3】橋梁の点検・維持管理の全体フロー
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補修計画については、特に大規模施設系管理にかかる計画が重要となるが、実施計画によりグルーピングが終了した

ところであり、具体的な中長期補修計画は未作成の状況である。よって、具体的な中長期補修計画の早期作成が望まれ

る。

一方、小規模施設系及び日常系管理は、その内容を体系化することにより、府民の参画が期待できる管理方法ではな

かろうか。逆に、日常系管理の基本となる道路パトロールや清掃業務は、そこで生活する地域住民が一番情報を得やす

い立場であり、地域住民が当該管理を実践していくことがより効率的であるとも言える。これまでのように、行政に任

せっぱなしになるのではなく、府民が自分たちの生活のために必要なインフラは自分たちで守り維持するという意識を

持つことが、小規模施設系及び日常系管理を効率的かつ効果的に進めていく上で重要になるだろう。

８ 京都府道路公社

8.1.有料道路制度における道路公社と京都府との関係

8.1.1.京都府道路公社をテーマに選択した理由

京都府道路公社は京都府内において有料道路を建設、その道路管理を主な事業としており、高速道路、一般国道につ

いて府と連携し京都府内の道路行政の一翼を担っている。

平成19年度３月末時点で京都府道路公社の抱える借入金残高は約198億円（短期借入金、長期借入金）となっており、

その償還に向けての課題は、府の将来に亘る財政に大きな影響を与えることが予想され、府民にとって大きな関心事と

なっている。以上の点を考慮すると、当該団体をテーマとして選定することが有意義であると判断した。

8.1.2.有料道路制度

有料道路制度は、建設に要した資金と管理費及び支払利息とを利用料金により償還する制度である。地方道路公社が

行う一般有料道路事業の料金の徴収期間は、追加事業がある場合または維持管理有料制度を適用する場合等を除き、原

則として供用開始の日から30年間（京都縦貫自動車道などの高規格幹線道路の場合は40年間）とされている。また、一

般有料道路の料金は、料金徴収期間における料金徴収総額が事業費と業務管理費、一般管理費、支払利息等の支出総額

の合計額と見合うよう事業計画に定める必要がある。したがって、計画どおりに実績が進捗すれば、料金徴収期間満了

時において事業資金は完済でき、事業費の対象となった道路資産は無料開放したあと、本来の道路管理者に無償で移管

できることになる。

しかしながら、料金徴収期間の終期が経過したとき、徴収された利用料金収入が当初見込んだ料金徴収総額に達しな

かった場合には、（災害など不測の事態により生じた未償還額を補填するために積み立てた）損失補てん引当金を取り

崩して償還に充てることができる。なおも償還財源が不足する場合には、出資団体は出資金が回収できなくなり、さら

に不足額が出資金の金額を超える場合には、設立団体は公社の借入金に対する債務保証を履行しなければならなくなる。

このように不採算路線があると、設立団体である京都府に将来負担が発生する可能性がある。

8.2.京都府道路公社の状況

8.2.1.京都府道路公社の設立背景・目的

京都府道路公社が設立された平成２年当時、平成元年10月に国土庁（現国土交通省）から基本承認を受けた丹後リゾー

ト構想を強力に支援し、地域の振興を図っていく上で、また、綾部工業団地、重要港湾舞鶴港の整備等、京都府北部・

中部地域におけるプロジェクトを支援し、京都府の均衡ある発展を図る上で、第４次全国総合開発計画において高規格

幹線道路に指定された京都縦貫自動車道は最も切実に早期整備が望まれていた。

一方、この綾部宮津道路の事業主体としては、旧日本道路公団も考えられたが、旧日本道路公団は高速自動車国道及

び比較的全国的な道路を中心に整備されているのに対し、綾部宮津道路は、基本的には地域住民の利便及びリゾートプ

ロジェクトによる地域振興等への期待が大きく、地域に密着した道路であり、こういった道路については、地方道路公

社がその整備に当たり、役割を分担することにより、道路整備を促進することができるものとされた。

こうした状況の下に、地元住民の切実な要望にこたえ、住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的と

して、地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に基づき、京都府道路公社が設立された。

京都府道路公社は、京都府の区域及びその周辺地域において、その通行または利用について料金を徴収することがで

きる道路の新設、改築、維持、修繕、その他管理を総合的かつ効率的に行うこと等により、この地域の地方的な幹線道

路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的としている。

8.2.2.京都府道路公社の沿革

設立認可以来の事業の概要（計画内容、変更内容）は【表8.2.2】のとおりである。



11 この事業費は、国の直轄で作られた道路（綾部ＪＣＴ～丹波ＩＣ間）を有料化するための総費用である。内訳は、出資金（京都

府）2,615百万円、政府無利子貸付金（国土交通省）700百万円、民間借入金7,145百万円
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【表8.2.2】京都府道路公社の沿革

8.2.3.京都府道路公社の概況（平成19年度）

8.2.3.1.管理事業

京都縦貫自動車道（綾部宮津道路）の管理及び通行料金の徴収を行った。管理区間は、綾部市七百石町（綾部ＪＣＴ）

から宮津市喜多（宮津天橋立ＩＣ）までの23.4㎞である。道路料金収入は８億88百万円（平成19年度）であり、ほぼ許

可計画（平成19年３月）どおりの実績となっている。

なお、管理道路の概要は【表8.2.3.1】のとおりである。

【表8.2.3.1】管理道路の概要（平成20年９月末時点）

8.2.3.2.建設事業

8.2.3.2.1.有料事業

京都縦貫自動車道の整備促進を図るため京丹波わち・綾部間において、ＥＴＣ設備、料金収受設備、遠方監視制御設

備の設備工事を行った。事業費は７億48百万円である。



12 算定すると、約1,000万円近くコスト削減できている。
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8.2.3.2.2.受託事業

鳥取豊岡宮津自動車道（宮津野田川道路・野田川大宮道路）の整備促進を図るため、総額44億６百万円の事業をし、

次の事業を実施した。宮津野田川道路（事業費：約34,500百万円、事業期間Ｈ６～Ｈ22）において43億69百万円の事業

を実施した。主要事業としては宮津６号橋の橋脚工事、第12トンネル工事などである。また、野田川大宮道路において

は、用地買収のための測量業務等（37百万円）を実施した。

なお、受託事業の概要は【表8.2.3.2.2-1】及び【表8.2.3.2.2-2】のとおりである。

【表8.2.3.2.2-1】受託事業に伴う業務損・業務収入の推移
（単位：百万円）

注：受託業務損とは、受託業務工事費に対応するものであり、受託業務利益はその他経費（受託

業務経費）に対応している。

公社は、別人格の法人ではあるが、京都府とは密接な関係にある組織であり、その運営については京都府の意向が大

きく反映されるものであるので、受託業務収入から受託業務損を差し引いた受託業務利益とも呼ぶべきこの受託業務経

費が妥当な数字かどうかの説得性が必要である。当該経費は、必要経費に見合うもの（全て建設事業に係る事務費（人

件費））であるとされている。この公社で行っている事務は、事実上、京都府で行う事務と同じであり、委託すること

のメリットを考える必要がある。（これは、公社の存在意義にもつながる部分であると思われる。）考えられるメリット

としては、公社では、大規模構造物（トンネル、長大橋）建設のノウハウが蓄積されており、また、ＮＥＸＣＯ西日本、

公安委員会、消防機関など関係機関との協議・調整に慣れており、

① 円滑な業務執行が可能 → 工期短縮が可能

② 業者との技術的な協議、調整が可能 → 工期短縮・コスト縮減が可能

③ 的確な施行管理・監督業務の実施が可能

であることが考えられる。また、大規模事業の技術的知識を有しているＯＢ職員２名を配置することにより、府土木事

務所直営工事よりも、事務費（人件費）コストを縮減の上、建設事業の実施が可能であるとされている。12

このように宮津野田川道路、野田川大宮道路に関しては、長期的なプロジェクトの円滑な事業執行のため、技術的ノ

ウハウを有する京都府道路公社に建設事業を委託し、コスト削減も行っていると判断される。

このように、この受託事業にはコスト面、信頼面での意義があると思われるが、昨今の厳しい財政状況、官と民の役

割分担の明確性が叫ばれるなかで、外部組織との間での随意契約の正当性に関しては、その意義の説得性が重要である。

単に京都府の業務を受注し、財源不足を補填されるという関係ではなく、真にコスト削減を行えているのかに関して、

今後もより一層の透明性を高め、その意義をしっかりと示していく必要があろう。
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【表8.2.3.2.2-2】受託事業詳細（平成17年度～平成19年度）
（単位：百万円）
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8.2.4.京都縦貫自動車道の概要

【表8.2.4-1】料金収入の実績値と計画値 （単位：千円）

【表8.2.4-1】から、実績値と計画値が乖離したことにより、将来の負担が生じることとなっており、この負担を解

消すべく、将来収支の改善策として、徴収期間延長がなされていると読み取れる。



13 平成11年１月11日 北区間を追加 事業費28,300百万円

14 平成14年７月16日 工事実施におけるコスト縮減により全体事業費を減額

15 平成19年３月30日 丹波綾部道路を追加 事業費37,491百万円

16 この道路は国道になると思われるが、その場合でも、並行して走るこれまでの国道が府道となり、府の管理が必要となると考え

られる。
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【表8.2.4-2】事業計画変更の概要

【表8.2.4-2】から、平成19年の計画変更では、104億円の追加支出が計画されていることがわかる。丹波ＩＣと綾部

ＪＣＴ間の道路の基礎は、国直轄事業で建設されており、この費用は有料化に関する費用である。この詳細は【表

8.2.4-3】のとおりである。主な内訳は、交通管理にかかる費用が約50億と、半分を占めている。無料にする場合、管

理費用16は必要であるが、この費用の半分以上は必要ないことになる。

一方で、無料化の課題もある。資料（京都縦貫自動車道「丹波綾部道路」の有料化（京都府道路公社）について 平

成18年７月 京都府道路計画室）によれば、第一に、無料区間の丹波綾部道路（暫定２車線）に舞鶴若狭道路や並行一

般国道からの転換交通が集中、かつ、地域の生活交通も混入し、高速性等が損なわれること、第二に、「大阪～京都府

北部間では、舞鶴若狭道に比べ料金格差が発生」、「並行する国道９、27、173号線より大幅に時間短縮」、「低速車が混

在」することなどにより、特に観光シーズンには渋滞発生すること、第三に、京都縦貫自動車道の唯一の無料区間とな

り、利用者間、沿線地域間の公平性を欠くこと、第四に、有料資金の活用ができず、資金手当（完成時期）の確実性に

欠けることなどが挙げられている。また、参考として、「丹波綾部道路との一体有料化を行うことにより、厳しい経営

状況にある京都府道路公社にとって、経営改善・効率化を図ることが可能であり、京都府の負担軽減も可能」とも書か

れている。有料化にこれらの逆のメリットがあることは確かであるが、数値的な検証はなされていない。北部区間の赤

字を埋めるために有料化がなされたという見方もできてしまう。透明性のある議論が必要である。

では何故有料化するのかという疑問がわく。この点に関しては、十分な説明が必要であると思われる。その理由とし

ては、京都府の見解のほか、以下の点が考えられるよう。

１：当面の管理費を、利用料金でまかなうことができる。

２：交通量の多い区間であるため、有料化によって利益を上げることができ、北部区間（綾部宮津道路）の赤字を埋

め合わせることができること。
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【表8.2.4-3】京都縦貫自動車道事業費（３期）の内訳

事業費内訳書 円

8.2.5.京都府道路公社の組織

京都府道路公社の組織は【図8.2.5】及び職員数は【表8.2.5-1】【表8.2.5-2】のとおりである。

【図8.2.5】組織図
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【表8.2.5-1】公社の人員
（単位：人）

【表8.2.5-2】公社の人員の推移
（単位：人）

（注）平成16年度に３公社（土地開発公社、道路公社、住宅供給公社）の総務事務の共同処理を行うため、

総務部の併任が９名配置され、「併任」欄には他の２公社の人数を記載している。同９名の道路公社

における事務量は各１／３となり、実質的な人員は16年度は27人、17年度及び18年度は26人、19年度

は29人となっている。

8.2.6.京都府道路公社の財政状態

貸借対照表は【表8.2.6-1】、損益計算書は【表8.2.6-2】のとおりである。

【表8.2.6-1】貸借対照表の主要項目の推移
（単位：百万円）
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【表8.2.6-2】損益計算書の主要項目の推移
（単位：百万円）

注：収益と費用が一致していないものは、単位調整による誤差である。

京都府からの出資金の金額推移は【表8.2.6-3】のとおりである。

なお、今後、平成19年の計画変更での104億円の追加支出に伴い、平成22年度から平成27年度に向けて出資金が約120

億まで26億15百万円増額されることになっている。

【表8.2.6-3】京都府からの出資金の推移
（単位：百万円）

京都府からの借入金の金額推移は【表8.2.6-4】のとおりである。なお、平成16年度には一度完済された後、平成17

年度より再度、貸付が行われている。

【表8.2.6-4】京都府からの借入金の推移
（単位：百万円）
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京都府が行う京都府道路公社へ債務保証枠の金額及び推移は【表8.2.6-5】及び【表8.2.6-6】のとおりである。債務

保証枠とは、長期資金については整備資金における借入対象額（事業費から出資金を控除した金額）が対象であり、短

期資金については長期資金の返済に際し、料金収入では賄えない金額を対象に、それぞれの最大想定額（事業費、管理

費、利子額等を多め、料金収入を少な目で算定した予想額、特に短期資金についてはその年度中の最大借入日における

想定額）（想定最大枠の保証）を意味する。

【表8.2.6-5】債務保証枠の金額（平成20年度）

【表8.2.6-6】債務保証枠の推移
（単位：千円）

また、実際の長短借入金の推移と債務保証枠、その割合の推移は、【表8.2.6-7】のとおりである。平成12年度より短

期借入金での資金調達が始まり、平成16年度より倍増していることがわかる。また、平成16年度以降は、債務保証枠が、

借入金合計を上回り（割合が100％超）、全額が債務保証されていることがわかる。



17 ここで、設置されているとされる点検評価委員会が、公社独自のものか、自治体本体のものかは定かではない。京都府では、公

社独自の委員会は設置されていない。
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【表8.2.6-7】借入金と債務保証枠、その割合の推移
（単位：千円）

※�１ 長期・短期借入金には、京都府貸付金及び政府資金貸付金を含む

※�２ 京都府貸付金及び政府資金貸付金の一部については、京都府の債務保証なし

8.2.7.京都府道路公社のガバナンスの実態

【表8.2.7】から、全国では、19の公社で点検評価委員会が整備されているものの、京都府道路公社では、整備され

ていない実体がわかる。17また情報公開も十分ではない。役員報酬や職員給与の状況に関して15の公社で公表されてい

るが、京都府道路公社ではなされていない。ガバナンス制度の構築の遅れが見受けられる。
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【表8.2.7】点検・評価体制（2002年度、2006年度）

注）総務省「地方公社総覧」2006年度版より筆者作成。ただし、京都府の情報公開（出資団体による財政支

援の状況）に関しては、京都府では、2006年度時点ですでに公開されていたことから、○に変更。

8.3.保有有料道路の評価と改善に向けた意見

以下では、保有有料道路の評価と改善に向けた意見を述べる。

8.3.1.道路の評価としての政策コスト

前節では、公社の状況を財務諸表中心に概観した。しかし、一時点の財務状況のみでもってその公社の経営状況を示

すことには限界がある。また貸借対照表で用いられている資産は、建築価格から把握された実質的な資産保有額であり、

将来稼得収入を表しておらず、正味財産の大きさのみから公社の実態を把握できない。そこで、次に政策コストという

概念を用いて、京都府の道路政策のうち道路公社による有料道路計画の評価を行う。

この有料道路制度は、建設に要した資金と管理費及び支払利息とを利用料金により償還する制度であり、計画段階で



18 有料道路が開通することによって生まれる時間価値（便益）のことであり、波及効果や緊急時の有用性の価値は含んでいない。

そもそも、それらの価値は、地域全体に対するものであり、税収でまかなうべきものである。税収でまかなうべき便益に対しては、

京都府が直轄で建設したり、建設費用を補助するなどして、公社の建設コストを削減する形で、事前に行われるべきものである。

その場合には、費用を（便益に見合う）料金収入と比較することは妥当である。

19 実際には、無料開放後にも道路は通行可能である。そのため、すべての費用を通行料収入で賄う必要性に関しては、議論の余地

がある。

20 財務省ウェブサイト（�����������	
���
�
��

��
������
������������	）

21 この資料には管理する路線についての供用開始時点から事業費の償還終了時点までの収入と支出の項目別データがまとめられて

いる。

22 日本証券業協会のウェブサイト（�����������
����
��
��）内に記載されている『証券業報』（平成18年４月号）（�������
��������

���
�������
����	����
��
���������������）を参考にした。利回りは「長期国債（10年）直近発行のものの公社債店頭売買参考統計

地における平均値の単利利回り」である。
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は推計された交通量によって、償還が可能であるとみなされ、事業が開始されている。推計された交通量は、有料道路

が開通することによって生まれる時間価値（便益）に見合う通行料金を設定した場合の転換交通量から推計されており、

推計交通量どおりの交通量が達成されれば、計画上は費用に見合う便益が生まれているとみなすことができる。したが

って、当初の計画どおり、または、それ以上の交通量があり、償還計画が想定どおりに行われた場合には、費用に見合

うだけの便益があったと評価される。

一方で、料金徴収期間の終期までの期間の合計で、当初見込んだ交通量が達成されず、徴収された利用料金収入が当

初見込んだ料金徴収総額に達しなかった場合、管理経費を削減しても支出が収入を上回ることになれば、償還財源が不

足することになる。この場合には、先に述べたように、当初見込んだ便益18を生み出さなかったと見なされ、有料道路

としては十分な役割を果たすことができなかったと評価される。19

したがって、償還が計画どおりなされうるのかどうかを把握することによって、道路の社会的価値の有無、有料道路

政策の評価を行うことができる。償還が計画どおりになされない場合には、道路サービスを提供するために追加コスト

が必要となる。このコストは、「政策を継続するためのコスト」という意味で、「政策コスト」と呼ばれている。すなわ

ち、政策コストを計測し、その値が、正であるのか負であるのかによって、有料道路政策の評価を行うことができるの

である。すなわち、正の値であればであれば有料道路政策の評価は低く、負の値であれば評価は高いことになる。また、

この「政策コスト」は、将来、京都府が負担しなければならない額ともいえ、将来住民負担額として捉えることもでき

る。財政健全化が叫ばれる中、この負担額を明示する意義も大きい。

本節では財務省が毎年度実施している「財政投融資対象事業に関する政策コスト分析」20を参考に、京都府の地方道

路公社が管理する有料道路の将来収支計画データ『収支予算の明細（道路版）（計画と実績）』21を用いて、現在時点で

の道路の実態及び将来の稼得収入予測額を考慮した償還計画の達成可能性、すなわち、政策コストとしての京都府の将

来負担を計測する。もちろん、ここで算出される政策コスト額は、その額の大小をもって単純に道路事業全体の評価を

することは適当でなく、その事業の実施に伴う社会・経済的便益と併せて総合的に評価されるべきであることも確かで

ある。一方で、支出を収支でまかなうという有料道路事業計画の達成可能性、及び事業遂行のための追加必要金額をあ

らわすことも確かである。この金額をどのように評価するのかには議論があるものの、その額を示して、広くその原因

究明、妥当性を問い、今後の政策に活かすことは有意義であろう。

8.3.2.政策コストの計測方法

政策コストは、以下の３つの項目の合計値として計算される。まず、それら３つの項目を順に解説する。

（Ａ）収支差の累計額

政策コストの計測として、まずは各路線の供用開始年度から事業費の償還が終了する時点（料金徴収期間終了時点）

までの収支差の累計値を基準年度に現在価値化した額を求める。収支差の累計に用いられる将来収支の値は公社によっ

て推計されているものを用いる。

現在価値化する際の割引率（�）としては、コストの計算であることから、利子率を用いる。割引現在価値化に際し

て用いる割引率には平成18年度３月31日の利子率（長期国債流通利回り）22の値（残存期間に関わらず1.7％の一定値を

仮定）を用いることにした。

（Ｂ）機会費用

さらに、政策コストを計測するために、機会費用を収支差に加える。ここでいう機会費用は地方道路公社の設立団体

である京都府からの出資金の利払軽減効果を意味する。つまり、京都府が出資金を出資せず、国債などで運用すること

で利息を得ることができる。公社に出資し続けることで、この利息を得る機会を失うことになるため、利息の額を機会

費用として政策コストに含めることが必要である。機会費用は各路線の基準時点での出資金を長期の国債で運用した場

合の利息で計算する。機会費用を ��、出資金額を�、利子率を �、国債の運用期間を �期間とすると、機会費用は１

年後の利息に２年後の利息を、さらに３年後、�年後までの利息をそれぞれ現在価値化して足し合わせた、次の式のよ



23 債務調整等に関する調査研究会（平成19年10月４日、第10回）のウェブサイトにおいて国土交通省提出資料『地方道路公社の概

要』として公表されている資料（�����������	
����

������������	���
����������������	�������
�	����������������	������）より

引用した。

24 山形県道路公社ウェブサイトに記載されている『平成18年度決算書』（��������������
��
���
�������		��� �����	�
��
����!����）

より引用した。

25 債務調整等に関する調査研究会（平成19年10月４日、第10回）における国土交通省提出資料『地方道路公社の概要』より引用し

た。（�����������	
����

������������	���
����������������	�������
�	����������������	������）。

26 複数の地方道路公社へのヒアリング結果より記載。
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うに表現できる。
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#
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� &
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今、国債の運用期間を長期としているので仮に期間を無限期間とすると、次の式のようになる。

(��
�→∞

�� " ��

また、利子率は収支差の額を割引現在価値化した際に用いた平成18年３月31日現在の長期国債流通利回りを採用する。

（Ｃ）損失補填引当金

さらに、有料道路事業の特徴として、損失補填引当金を考慮する必要がある。損失補填引当金制度は、「一般有料道

路事業が経済状況の変動やその他やむを得ない事由によって予期しない損失を生じた場合において、これらの損失を補

填することを可能とし、事業の安定的運営を確保するもので、損失発生の危険性が不可避であるとすれば、同一路線内

において危険負担の年度間の平均化を行い、路線相互間においては危険負担の分散を行なうことを目的とした制度」23

である。この引当金の額は償還年限が30年間の場合は毎年度の各路線の料金収入額（消費税抜き）に10％を乗じて得た

額の累計額24、40年間の場合は12％を乗じて得た額の累計額を計上している25。損失補填引当金は大規模な自然災害な

ど有料道路に直接被害が加わる場合の補修費用として各路線で計上されているが、使用されずに残った場合は料金徴収

期間終了時において収支差が赤字になる場合の補填に使用される。17年度以前に無料開放された有料道路の中には、実

際に残った損失補填引当金により料金徴収期間終了時の赤字の補填に使われた場合や、さらに残った引当金を用いて今

後予想される赤字の補填への使用を考えている場合もある26。リスクをどう扱うのかは考慮する余地が残るものの、本

報告書では、料金徴収期間終了時点での各路線における損失補填引当金の額を基準年度の価値に割引き、公社ごとに足

し合わせた額を実質的な公社の負担を軽減させるものとして、これまでに計算したコスト額から差し引く。

以上より政策コストを、供用開始年度から事業費の償還が終了する時点（料金徴収期間終了時点）までの収支差の累

計値を基準年度に現在価値化した額（Ａ）に、基準年度末から出資金を国債で運用した場合に得られる利息で測った機

会費用（Ｂ）を足し、損失補填引当金の料金徴収期間終了時点での残額を基準年度の価値に割引いた額（Ｃ）を引くこ

とで求める。これらの関係を数式で表わすと次の式になる。

政策コスト＝（Ａ）供用開始年度から事業費の償還が終了する時点（料金徴収期間終了時点）までの収支差の累計値

を平成17年度に現在価値化した額

＋（Ｂ）平成17年度から出資金を国債で運用した場合に得られる利息で測った機会費用

－（Ｃ）損失補填引当金の料金徴収期間終了時点での残額を平成17年度の価値に割引いた額

8.3.3.政策コストの計測

8.3.3.1.収支差

まず、政策コストを計測するための基準となる基礎データとして、各年度時点で計測した、「有料道路の最終年度ま

での合計収入と合計支出」の推移を見てみよう。【図8.3.3.1-1】のように表される。
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【図8.3.3.1-1】合計収入と合計支出

したがって、各年度時点で推計された、「有料道路の最終年度における収支差」の推移を見てみよう。【図8.3.3.1-2】

のように表される。

【図8.3.3.1-2】収支差（最終年度の価値）

これら年度間の変化の背景は以下のように考察できよう。

① 平成14年度→平成15年度：開通による交通量増加想定と実態の乖離

・「舞鶴大江ＩＣ～宮津天橋立ＩＣ（綾部宮津道路の一部）」が平成15年３月２日に供用開始、また、「綾部ＪＣＴ

～綾部安国寺ＩＣ（舞鶴若狭道路綾部ＪＣＴより南、丹波綾部道路の一部）」が平成15年３月27日に供用開始し

た。

・平成14年度の事業計画変更時において平成14年度から平成15年度の交通量計画値を大きく増加するように想定し

ていた（平成14年度計画値：822台、平成15年度計画値：4,805台、約６倍の増加を予定）。
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・しかし、平成15年度の交通量実績値が（平成14年度の計画変更で見込んでいた）平成15年度の交通量計画値を大

きく下回る結果（平成15年度実績値：2,620台、計画の約55％）となった。

・平成15年度の明細では（平成16年度以降の推計値は平成15年度の実績値を反映して作成されるために）その後の

交通量の推計値（実績推計値）は計画を大きく下回るように訂正（平成16年度以降の交通量合計の推計値は計画

値の約51％）。

・そして、交通量の結果を受け収入合計額も平成15年度の実績値が（平成14年度の計画変更で見込んでいた）平成

15年度の計画値を大きく下回る結果（平成15年度計画値：約14億円、平成15年度実績値：約７億円、計画の約52

％）となった。

・なお、平成14年度明細に記載の（平成14年度実績値から推計された）平成15年度推計値（約14億円）と比較して

も約50％と大きく下回っている。この結果から平成14年度の明細に記載の収入推計累計額は約1,008億円、平成

15年度の明細に記載の収入推計累計額は（平成15年度の明細では平成16年度以降の推計値は15年度の実績値を反

映して作成されるために、）約502億円と約50％になる。

・支出額についても同様に確認すると、平成15年度の実績値が平成14年度の計画変更で見込んでいた平成15年度の

計画値を大きく下回る結果（平成15年度計画値：21億円、平成15年度実績値：13億円、計画の約62％）となる。

なお、平成14年度明細に記載の（平成14年度実績値から推計されていた）平成15年度推計値（21億円）と比較し

ても約62％と大きく下回っている。この結果から平成14年度の明細に記載の支出推計累計額は約1,008億円、平

成15年度の明細に記載の収入推計累計額は（平成15年度の明細では平成16年度以降の推計値は平成15年度の実績

値を反映して作成されるために）、約742億円と約74％になる。

・以上より、平成14年度の推計値と比べ平成15年度の推計値は収入、支出とも少なくなっているものの、収入の減

少割合が大きいことがわかる（金額で確認すると、収入は506億円の減少、支出は266億円の減少となり減少額も

収入の方が多い）。したがって、収支差を確認すると、平成15年度の実績推計累積額はマイナス240億円になる。

② 平成15年度→平成16年度 早期開通（２年）および道路浸透効果

・京丹波わちＩＣの早期開通が決定し（平成22年度→平成20年度）、早期の料金徴収開始や、綾部宮津道路の全線

開通による時間短縮効果などが浸透による台数増加から、収入の累積額が増加した。これは、平成15年度明細の

平成20年度収入推計額が約９億円だったものが、平成16年度明細では約12億円に変更になっていることからも確

認できる。

③ 平成17年度→平成18年度 事業計画の変更（開放期限の延長）

・平成18年度の事業計画の変更により、無料開放時期が延長されたことなどにより、収支差の推計累積額が黒字に

なっている（約８億円）。

・また、このときの事業計画では

１）平成20年度の「京丹波わちＩＣ」までの路線開通

２）平成22年度の「宮津野田川道路」の供用開始

３）平成26年度の「京都縦貫自動車道」の全線開通（収支には27年度より影響）の影響と思われる、交通量の増

加が見込まれている。

8.3.3.2.政策コスト

以上で求められた収支差を現在価値に割引き、出資金の機会費用や、損失補填引当金を考慮した政策コストを求める

と、【図8.3.3.2】にように表される。
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【図8.3.3.2】政策コスト（平成18年度価値）

平成15年度時点でのみプラスの政策コストが確認されている。ここではコストを表示しているため、基本的には、

【図8.3.4.1-2】を上下反転させたものとなるが、比較してみると、政策コストでは、全体的にそのコストが小さくな

っていることがわかる。これは主に、引当金として積み立てられている損失補填引当金が繰入されるため、その分、コ

ストは小さくなっているからである。直近の平成18年度時点で見れば、政策コストは、104億円（平成18年度価値）の

マイナスと想定される。

8.3.4.平成18年度のデータを用いた収入及び支出の感応度分析

しかし現実には、上記で確認したとおり、計画数値と実績数値には大きな乖離が生じているので、そのリスクを考慮

したシミュレーションを試みる。そのため次に、これまでの想定と実績の乖離などを参考に、平成19年度以降の収入と

支出の推計値において、収入は、－１％、－５％、－10％、－20％、－30％、－40％、－50％の変化（ただし、損失補

填引当金も収入の変化にあわせ調整）を想定し、また、支出は、今後の将来リスク及び、近年の計画値と実績値の乖離

度を反映して、＋10％、＋５％、＋１％、－10％、－30％、－50％の変化を想定し、それらの組合せで政策コスト額の

変化をシミュレートした。

8.3.4.1.収支差

まず、結果は【表8.3.4.1】にように表される。

【表8.3.4.1】収支差（最終年度価値）

平成18年度時点での想定は、＋８億円であったが、収入や支出の変化次第では、多くのケースで赤字になる。そのた

め、赤字リスクも十分考えられる。

また、50％の下落はありそうにないという議論もあるかもしれないが、次の想定を考えると、現実にも起こりうるこ

とがわかる。

現在の総収入の想定では、

１）平成20年度の「京丹波わちＩＣ」までの路線開通において、67％の収入増加を見込んでいる。
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２）平成22年度の「宮津野田川道路」の供用開始において、37％の収入増加を見込んでいる。

３）平成26年度の「京都縦貫自動車道」の全線開通（収支には27年度より影響）において、130％の収入増加を

見込んでいる。

問題は収入増加が見込めるかどうかであるが、「舞鶴大江ＩＣ～宮津天橋立ＩＣ（綾部宮津道路の一部）」（平成15年

３月２日に供用開始）、また、「綾部ＪＣＴ～綾部安国寺ＩＣ（舞鶴若狭道路綾部ＪＣＴより南、丹波綾部道路の一部）」

（平成15年３月27日に供用開始）の際も、６倍（約800台が、約4,800台へ増加の予想（平成14年度許可時点）の交通量

増加を見込んでいた。しかし実際には、約3.5倍（約2,600～2,800台へ増加）にしかならず、収入は計画の半分にしか

ならなかった現実がある。これによって、15年度には、政策コストが大幅に増加した。（前出の図表【図8.3.3.2】参照。）

このことからも、仮に、これらの収入増加の伸び率が半分であった場合を考えるのも現実的である。

すなわち、

１）平成20年度の「京丹波わちＩＣ」までの路線開通において、33％の収入増加、

２）平成22年度の「宮津野田川道路」の供用開始において、18％の収入増加

３）平成26年度の「京都縦貫自動車道」の全線開通（収支には27年度より影響）において、65％の収入増加とな

るとしよう。

収入の伸びが小さくなると、その後年度の収入がすべて小さくなるために、結果としては、収入は（当初想定では

1,690億円（最終年度評価）だったのに対して、）892億円と、52.8％に減少する。したがって、「収入50％減少」のケー

スを想定することも十分価値があろう。あってはならないが、収入50％減少の下振れリスクの可能性が否定できないこ

とがわかる。その際の収支差を図表から見れば、支出に変化がないとしても、800億円（支出変化なし、収入50％減少

の場合、－837億円）を超える赤字となる。支出を50％削減しないかぎり、この赤字はまかなえない。

8.3.4.2.収支差＜出資金返済なし＞＜損失補填引当金繰入＞

赤字となった場合には、損失補填引当金を繰り入れ、さらに、出資金の返済を免除することで、更なる財政負担を軽

減する措置が取られる。（もちろん、その場合には、京都府において資産として計上されている出資金が戻ってこない

こととなり、京都府での負担となる。）その場合の収支差を計測すると、【表8.3.4.2】のように表される。

【表8.3.4.2】収支差（最終年度価値）＜出資金返済なし＞＜損失補填引当金繰入＞

損失補填引当金を繰り入れ、さらに、出資金の返済を免除した場合にでも、収入や支出の変化次第では、多くのケー

スで赤字になる。そのため、赤字リスクも十分考えられる。

8.3.4.3.政策コストの推計（想定割引率：1.7％の場合）

割引率を1.7％とした場合、政策コストは、【図8.3.4.3】にように表される。損失補填引当金は収入とみなしている。

【図8.3.4.3】政策コストの推計（想定割引率：1.7％の場合）

8.3.4.4.政策コストの推計＜出資金返済なし＞（想定割引率：1.7％の場合）

赤字なった場合には、出資金の返済を免除することで、公社にとって更なる財政負担を軽減する措置が取られる。そ

の場合の政策コストを計測すると、【図8.3.4.4】のように表される。


